
都道府県名 市区町村名
自治体コー

ド
Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏

まえた各省庁の通知の発出状況に

定義されている対象分野)

広島県 府中町 34302 1
住民税非課税世帯等支援給付金（追加給付

分 ）給付事業【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

R５年度分の住民税非課税世帯　4551世帯×70千円　　のうちR

６計画分

事務費230千円

事務費の内容　　[役務費（郵送料等）　人件費　として支出]

④R５年度分の住民税非課税世帯　（4551世帯）

－ R5.12 R6.6 6,810
対象世帯に対して令和5年12月までに支給を開始す

る
ホームページ等 対象分野に関連しない

広島県 府中町 34302 2

定額減税補足給付金（調整給付）給付事

業・住民税非課税世帯等支援給付金（令和

６年度非課税化給付等）給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

令和５年度均等割のみ課税世帯　563世帯×100千円、令和６年度

非課税化世帯　377世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化

世帯　196世帯×100千円、子ども加算　845人×50千円、定額減

税を補足する給付の対象者　14275人　(334680千円）　　のう

ちR６計画分

事務費　38304千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）

業務委託料　人件費　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（1136世帯）、定額減税を補足

する給付の対象者数（14275人）

－ R6.2 R7.3 486,334
対象世帯に対して令和6年3月までに支給を開始す

る
ホームページ等 対象分野に関連しない

広島県 府中町 34302 6 No.2事業（事務費）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③事務費の内容　　[需用費（事務用品）　役務費（郵送料等）

業務委託料　使用料及び賃借料として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（1136世帯）、定額減税えお補

足する給付の対象者数（14725人）

－ R6.3 R6.12 5
対象世帯に対して令和6年3月までに支給を開始す

る。
ホームページ等 対象分野に関連しない

広島県 府中町 34302 7
障害者福祉施設原油価格・物価高騰対策支

援事業

①原油価格・物価高騰により影響を受けている町内の障害福祉

サービス事業者の食材料費を支援するため、支援金を給付する。

②障害者福祉施設に対する支援金

③令和6年4月から令和7年3月までの12か月分を補助

・入所施設　2,250円*12月*36人＝ 972千円

・通所施設　  750円* 9月* 10人＝ 67.5千円

　　　　　　      750円*11月* 10人＝ 82.5千円

                   750円*12月*460人＝4,140千円

・時間外勤務手当300千円

④障害者施設41か所（公立施設なし）

⑤医療・介護・保育施

設、学校施設、公衆浴場

等に対する物価高騰対策

支援

R6.4 R7.3 5,562 申請者への支援金の支給完了　給付率100％ HP・広報誌への掲載 障害福祉サービス事業所・施設等

広島県 府中町 34302 8
保育施設原油価格・物価高騰対策支援金給

付事業

①原油価格・物価高騰により影響を受けている町内の保育施設を

支援するため、支援金を給付する。

②保育施設に対する支援金

③令和6年4月から令和7年3月までの12ヶ月分を補助

・保育施設　2,500円×2,474人＝6,185千円

・時間外勤務手当300千円

④保育施設20か所（公立施設なし）

⑤医療・介護・保育施

設、学校施設、公衆浴場

等に対する物価高騰対策

支援

R6.4 R7.3 6,485 申請者への支援金の支給完了　給付率100％ HP・広報誌への掲載 保育所・幼稚園・認定こども園等



広島県 府中町 34302 9
高齢者福祉施設原油価格・物価高騰対策支

援金給付事業

①原油価格・物価高騰により影響を受けている町内の介護事業所

の食材料費を支援するため、支援金を給付する。

②介護事業者に対する支援金

③令和6年4月から令和7年3月までの12ヶ月分を補助

・通所施設　470人×月額750円×12ヶ月＝4,230千円

・入所施設　677人×月額2,250円×12ヶ月＝18,279千円

　　【合計】22,509千円

・時間外勤務手当300千円

④高齢者福祉施設41か所（公立施設なし）

⑤医療・介護・保育施

設、学校施設、公衆浴場

等に対する物価高騰対策

支援

R6.4 R7.3 22,809
申請者への支援金の支給完了

給付率100％
HP・広報誌への掲載 介護サービス事業所・施設等

広島県 府中町 34302 10 保育施設等給食費補助事業

①食材の物価が高騰し、町内保育施設等が園児に対し供給してい

る給食の内容を、栄養バランスや量を保つことができない状況、

もしくは、内容を保つために保護者の負担を増やすことのないよ

う保育施設等に給食費を補助するもの。

②支援金

③園児数（基準日：令和6年10月1日）×補助基準額×12ヶ月分

（令和6年4月から令和7年3月分まで）

※補助基準額は給食提供日数により異なる。週6日の場合は675円

（副食610円＋主食65円）

　【町内の保育所】　児童数997人　補助額8,075,700円

　【認定こども園】　児童数522人　補助額3,871,864円

　【地域型保育事業所】　児童数56人　補助額453,600円

　【新制度移行幼稚園】　児童数422人　補助額1,549,209円

　【合計】　児童数1,997人　13,950,373円

　時間外勤務手当300千円

④町内の保育所（6園）、認定こども園（2園）、地域型保育事業

所（4園）、新制度移行幼稚園（3園）にに通う園児の保護者（公

立施設なし）

⑤医療・介護・保育施

設、学校施設、公衆浴場

等に対する物価高騰対策

支援

R6.4 R7.3 14,251 給食費保護者負担額の値上げ　０園 HP・広報誌への掲載 給食

広島県 府中町 34302 11 学校給食食材価格高騰等支援事業

①町内の小・中学校の児童・生徒に適切な栄養の摂取による健康

の保持増進を図るため実施している学校給食の食材購入に係る物

価高騰分について、保護者（子育て世帯）への生活支援、負担軽

減を目的として補填を行う。

②賄材料費

③児童生徒1人当たり30円を給食費の値上がり分として計算。

　府中小学校 　　　　 5,377千円（919人×30円×195日）

　府中南小学校　　　 4,622千円（790人×30円×195日）

　府中中央小学校 　 5,312千円（908人×30円×195日）

　府中東小学校　　　 2,335千円（399人×30円×195日）

　府中北小学校　　 　2,071千円（354人×30円×195日）

　府中中学校 　　　 　3,708千円（668人×30円×185日）

　府中緑ヶ丘中学校 3,375千円（608人×30円×185日）

                 　　 合計26,800千円

　時間外勤務手当300千円

④町内小中学校の児童生徒の保護者（教職員は含まない。）

②エネルギー・食料品価

格等の物価高騰に伴う子

育て世帯支援

R6.4 R7.3 27,100
各小・中学校　児童（3,290人）及び生徒（1,236

人）への給食提供率　100％
HP・広報誌への掲載 給食

広島県 府中町 34302 12
下水道事業者への電力価格高騰対策支援事

業

①府中町下水道事業に対し、電気料金の高騰に対応する経費を支

援することにより、下水道事業の安定的な運営を図る。

②ポンプ場及びマンホールポンプの運転及び維持管理等、下水道

事業に係る電気料金。

③電気料金のうち、電力価格高騰以前の水準から超過する部分。

（見込額12,715千円－以前の水準5,850千円＝6,865千円　※以前

の水準はR1～3年度平均値）

④ポンプ場4ヶ所及びマンホールポンプ2ヶ所に係る電気料金（高

圧3件、低圧4件、従量電灯3件）

⑨推奨事業メニュー例よ

りも更に効果があると判

断する地方単独事業

R6.4 R7.3 6,865 浸水被害対象家屋数0件 HP・広報誌への掲載 下水道事業者



広島県 府中町 34302 13 公共施設光熱水費高騰対策事業

①物価高騰により、直接住民の利用に供する公共施設の電気料金

が高騰しているため。

②電気料金高騰分

③電気料金のうち、電力価格高騰以前の水準から超過する部分。

　（見込額158,163千円－以前の水準61,660千円＝96,503千円

　※以前の水準は物価高騰・新型コロナウイルスの影響を受けて

いない平成31年2月から令和2年1月の実績）

④町内小中学校（７校）、図書館、公民館（2館）、揚倉山健康

運動公園、コミュニティ施設（3施設）、南交流センター、老人

福祉センター、空城山公園、くすのきプラザ

⑨推奨事業メニュー例よ

りも更に効果があると判

断する地方単独事業

R6.4 R7.3 96,503 施設利用料等を値上げした施設　0施設 HP・広報誌への掲載 対象分野に関連しない


